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構造改革特別区域計画 

 

１ 構造改革特別区域計画の作成主体の名称 

北名古屋市 
 

２ 構造改革特別区域の名称 

北名古屋いきいき給食特区 
 

３ 構造改革特別区域の範囲 

北名古屋市の全域 
 

４ 構造改革特別区域の特性 

本市は、平成１８年３月に師勝町と西春町が合併して誕生した。名古

屋市の中心部から１０ｋｍ圏内に位置し、南部は、名古屋市、東部は、

豊山町、西部は、清須市、北部は、小牧市、岩倉市、一宮市に接してい

る。市域は、東西約６ｋｍ、南北約４ｋｍで面積は約１８．３７㎞ 2 と

コンパクトな都市である。 
交通の利便性にも恵まれ、市の中央を名鉄犬山線が南北に走り、名古

屋市営地下鉄が相互乗り入れにより名古屋市中心部への通勤通学の利便

性が高く、市の周囲には名神高速道路や東名阪自動車道、名古屋高速道

路等の道路交通アクセス拠点にも近く、広域交通の利便性にも優れてい

る。 
濃尾平野の肥沃な土地に恵まれ、農業を中心に発展したが、近年は交

通の利便性の高さから、名古屋大都市圏の発展と共に人口が急増した。

現在でも市内の約３０パーセントは田畑が残り、新興住宅地でありなが
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ら農村的風景を多く残している。 
平成２９年１月１日現在の人口は８５，２１０人、世帯数は３５，

４６４世帯 であるが、今後の人口は、合併当初から緩やかに増加し続

け、少子化の進行にはどめがかかっている。特に 、０・１・２歳児の保

育ニーズが高いために既存の保育所では対応できず、平成２７年１０月

より小規模保育事業所の認可を推進して待機児童の解消に努めている。 
 
 
今後も人口と世帯数が増加するも核家族化が進み、若い夫婦共働きの

子育て家庭が増えると予想されるため、本市では増加する多様な保育ニ

ーズに対応した子育て支援を重要な施策として位置づけている。 
平成２９年１月１日現在で、保育所は１か所の分園を含めて市内に１

５施設、小規模保育事業所は７事業所となっており、同日付けで１，７

２５名の０歳児から５歳児までの乳幼児を保育し、各施設で延長保育、

一時保育、障害児保育などの特別保育を実施し、保育の充実を図ってい

る。 
市内の保育園の大半は、昭和４５年前後の高度成長期に急造的に建設

された。順次建替えを行っているが、昨今の財政状況から建替えや大規

模改修がままならない状況にあり、調理室設備の老朽化と園児の増加・

多様化する保育需要や保育所運営経費の増加に伴うコスト削減により、

園内調理での対応が困難な状況にある。 
また、食育基本法が制定され、食育への取り組みが求められる中、本

市でも平成２１年３月に『北名古屋市食育推進計画』を作成し、乳幼児

から成人まで食育に関する啓発活動を行っている。保育施設や療育施設

でも食育教育を実践している。 
学校給食においては、食材の地産地消と給食の献立の工夫といった検

ら農村的風景を多く残している。 
平成２７年１月１日現在の人口は、８３，８４０人 世帯数は、３

４，５６５世帯 であるが、今後の人口は、合併当初から緩やかに増加し

続け、少子化の進行にはどめがかかっている。特に 久地野地区では、

１・２歳児の保育ニーズが高いために既存の保育所では対応でき ないた

めに、平成２５年４月に乳児専用の分園を開設して待機児童の解消に努

めている。この状況は、市内全域で起こることが予想されるため、早急

な対応を求められている。 
今後も人口と世帯数が増加するも核家族化が進み、若い夫婦共働きの

子育て家庭が増えると予想されるため、本市では増加する多様な保育ニ

ーズに対応した子育て支援を重要な施策として位置づけている。 
保育所は、１か所の分園を含めて市内に１５施設 あり、平成２７年１

月１日現在で１，６８０名のゼロ 歳児から５歳児までの乳幼児を保育

し、各施設で延長保育、一時保育、特定保育、障害児保育などの特別保

育を実施し、保育の充実を図っている。 
 
市内の保育園の大半は、昭和４５年前後の高度成長期に急造的に建設

された。順次建替えを行っているが、昨今の財政状況から建替えや大規

模改修がままならない状況にあり、調理室設備の老朽化と園児の増加・

多様化する保育需要や保育所運営経費の増加に伴うコスト削減により、

園内調理での対応が困難な状況にある。 
また、食育基本法が制定され、食育への取り組みが求められる中、本

市でも平成２１年３月に『北名古屋市食育推進計画』を作成し、乳幼児

から成人まで食育に関する啓発活動を行っている。保育施設や療育施設

でも食育教育を実践している。 
学校給食においては、食材の地産地消と給食の献立の工夫といった検
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討を行い、食育に積極的に取り組んでいる。 
そのような状況の中、平成２０年８月２２日に『公立保育所における

給食の外部搬入方式の容認事業』で構造改革特別区域の認定を受けて、

市内にある学校給食センターから公立保育所へ、調理した給食を搬入し

ている。 
 
 
 
 
 

５ 構造改革特別区域計画の意義 

近年、核家族化、夫婦共働き世帯の増加など社会構造の変化により、

家庭の養育機能の低下が指摘され、そのひとつとして児童の食習慣の乱

れが挙げられている。その中、家庭の養育機能を補完し、養育者の仕事

と子育ての両立支援を行う保育所の役割は重要であり、様々な子育て支

援サービスを充実させていく必要があるが、一方で保育所運営の合理化

等により、地方自治体の限られた財源を効率的に活用することが不可欠

となっている。 
公立保育所における給食の外部搬入方式の容認事業を実施することに

より、食材の一元購入や調理員の適正配置による調理業務経費、施設整

備の維持管理経費等の節減につながり、保育所運営の合理化を図ること

で子育て支援施策の充実のための財源の確保に効果を発揮している。 
食育の面では、学校給食センターと保育所が連携することで、乳幼児

期からの発達段階に応じた児童の食に対する嗜好や、食習慣を情報交

換、把握することにより、乳幼児期からの一貫した食育を実施すること

ができ、入所児童に対して正しい食習慣の定着を進めている。 

討を行い、食育に積極的に取り組んでいる。 
そのような状況の中、平成２０年８月２２日に『公立保育所における

給食の外部搬入方式の容認事業』で構造改革特別区域の認定を受けて、

市内にある２箇所の 学校給食センターから公立保育所へ、調理した給食

を搬入している。 
しかし、既存の学校給食センターは、昭和４５年前後の開設であり、

業務の効率化の推進や運営経費の削減、建築及び設備機器の老朽化によ

る更新の時期に来ていることもあり、新たに統合した給食センターの移

転改築を決定し、平成２７年９月１日開設予定で建設を進めている。 
 

５ 構造改革特別区域計画の意義 

近年、核家族化、夫婦共働き世帯の増加など社会構造の変化により、

家庭の養育機能の低下が指摘され、そのひとつとして児童の食習慣の乱

れが挙げられている。その中、家庭の養育機能を補完し、養育者の仕事

と子育ての両立支援を行う保育所の役割は重要であり、様々な子育て支

援サービスを充実させていく必要があるが、一方で保育所運営の合理化

等により、地方自治体の限られた財源を効率的に活用することが不可欠

となっている。 
公立保育所における給食の外部搬入方式の容認事業を実施することに

より、食材の一元購入や調理員の適正配置による調理業務経費、施設整

備の維持管理経費等の節減につながり、保育所運営の合理化を図ること

で子育て支援施策の充実のための財源の確保に効果を発揮している。 
食育の面では、学校給食センターと保育所が連携することで、乳幼児

期からの発達段階に応じた児童の食に対する嗜好や、食習慣を情報交

換、把握することにより、乳幼児期からの一貫した食育を実施すること

ができ、入所児童に対して正しい食習慣の定着を進めている。 
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学校給食センターでは、地産地消に取り組み、従来保育所では、少量

調達できなかった地域食材の給食での供与ができることになり、乳幼児

期から地元の食材になじむことにより、地産地消が促進されている。 
 
 
 
 
 
 
６ 構造改革特別区域計画の目標 

(1) 学校給食センターからの給食外部搬入方式の導入による公立保育所

の運営の合理化を進め、増大し、多様化する保育ニーズに対応した保

育を実現する。 
(2) 保育所や学校給食センター等関係機関が連携して食育に取り組み、

乳幼児期からの正しい食習慣の定着と健やかな成長に努める。 
(3) 給食に地元食材を活用することで、乳幼児期から地元の食材に慣れ

親しむ環境を作ることにより、地産地消の促進を図り、将来的には乳

幼児から児童・生徒に対して農業への関心の向上へとつなげる。 
 
７ 構造改革特別区域の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的効

果 

(1) 給食センターが一元的に食材等を大量購入し、調理することや、

材料費・人件費・光熱費等給食の調理に係る経費が節減されること

により合理化が図られ、保育所の効率的な運営が実現される。 
(2) 衛生面等で設備の整った大型施設で調理することにより、経費節

減した財源を保育サービスの拡充に充てることが可能となること

学校給食センターでは、地産地消に取り組み、従来保育所では、少量

調達できなかった地域食材の給食での供与ができることになり、乳幼児

期から地元の食材になじむことにより、地産地消が促進されている。 
今回、学校給食センターの統合による移転改築を実施することは、最

新設備での調理により、衛生的な環境で安全な給食が提供でき、光熱水

費や職員人件費等の管理費の縮減及び食材の一括購入による提供する給

食の統一化や原材料費のコスト削減を図る上で有効な手段となると期待

できる。 
 

６ 構造改革特別区域計画の目標 

(1) 学校給食センターからの給食外部搬入方式の導入による公立保育所

の運営の合理化を進め、増大し、多様化する保育ニーズに対応した保

育を実現する。 
(2) 保育所や学校給食センター等関係機関が連携して食育に取り組み、

乳幼児期からの正しい食習慣の定着と健やかな成長に努める。 
(3) 給食に地元食材を活用することで、乳幼児期から地元の食材に慣れ

親しむ環境を作ることにより、地産地消の促進を図り、将来的には乳

幼児から児童・生徒に対して農業への関心の向上へとつなげる。 
 
７ 構造改革特別区域の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的効

果 

(1) 給食センターが一元的に食材等を大量購入し、調理することや、

材料費・人件費・光熱費等給食の調理に係る経費が節減されること

により合理化が図られ、保育所の効率的な運営が実現される。 
(2) 衛生面等で設備の整った大型施設で調理することにより、経費節

減した財源を保育サービスの拡充に充てることが可能となること
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で、養育者が安心して子どもを預けられる環境を提供することにな

り、子育て家庭の仕事と子育ての両立支援をすることによる少子化

対策となる。 
(3) 乳幼児期からの一貫した食育と地産地消に取り組むことは、児童

の正しい食習慣を形成することになり、また、乳幼児期から地元食

材に慣れ親しむことは、将来的な地産地消につながることになる。

また、農作物への関心を持つことにより、農業への興味と理解を深

めることを期待する。 
 
８ 特定事業の名称 

９２０ 公立保育所における給食の外部搬入方式の容認事業 
 
９ 構造改革特別区域において実施し、またはその実施を促進しようとする特定

事業に関連する事業その他の構造改革特別区域計画の実施に関し地方公共

団体が必要と認める事項 

＜学校給食事業＞ 
学校給食センターで保育所の給食を調理することにより、一元的な食

材調達や調理員の合理的配置が可能となり、光熱費等の経費や、調理コ

ストの節減を図る。 
 
 
 

＜地産地消事業＞ 
地元食材を給食に使用することにより、安全・安心を幼児に提供する

とともに、食材の確保、生産者・生産品の拡大を図り、地産地消の推進

を図る。 

で、養育者が安心して子どもを預けられる環境を提供することにな

り、子育て家庭の仕事と子育ての両立支援をすることによる少子化

の抑制 対策となる。 
(3) 乳幼児期からの一貫した食育と地産地消に取り組むことは、児童

の正しい食習慣を形成することになり、また、乳幼児期から地元食

材に慣れ親しむことは、将来的な地産地消につながることになる。

また、農作物への関心を持つことにより、農業への興味と理解を深

めることを期待する。 
 
８ 特定事業の名称 

９２０ 公立保育所における給食の外部搬入方式の容認事業 
 
９ 構造改革特別区域において実施し、またはその実施を促進しようとする特定

事業に関連する事業その他の構造改革特別区域計画の実施に関し地方公共

団体が必要と認める事項 

＜学校給食事業＞ 
学校給食センターで保育所の給食を調理することにより、一元的な食

材調達や調理員の合理的配置が可能となり、光熱費等の経費や、調理コ

ストの節減を図る。また、既存の学校給食センターを統合改築すること

により、最新の衛生設備で給食を調理することが可能となり、食の安全

安心を提供する。 
 

＜地産地消事業＞ 
地元食材を給食に使用することにより、安全・安心を幼児に提供する

とともに、食材の確保、生産者・生産品の拡大を図り、地産地消の推進

を図る。 
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＜食育事業＞ 
平成２１年３月に作成した『北名古屋市食育推進計画』に基づき、①

子供からの食育の推進、②バランスの取れた食事の推進 を図り、保育

所・小学校･中学校の一貫した食育教育を推進することにより、望ましい

食習慣の定着や、心身の健全な育成を図り、子どもたちの健やかな成長

に資する。特に、保育所では乳幼児期に必要な食育目標を定めて推進し

ていく。 
 

 

 
＜食育事業＞ 
平成２１年３月に作成した『北名古屋市食育推進計画』に基づき、①

子供からの食育の推進、②バランスの取れた食事の推進 を図り、保育

所・小学校･中学校の一貫した食育教育を推進することにより、望ましい

食習慣の定着や、心身の健全な育成を図り、子どもたちの健やかな成長

に資する。特に、保育所では乳幼児期に必要な食育目標を定めて推進し

ていく。 
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別紙 

 
１ 特定事業の名称 

９２０  公立保育所における給食の外部搬入方式の容認事業 
 
２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとするもの 

市立能田保育園、市立鹿田北保育園、市立熊之庄保育園、市立久地野

保育園、市立久地野保育園分園、市立薬師寺保育園、市立鹿田南保育

園、市立六ツ師保育園、市立九之坪保育園、市立九之坪保育園分園、

市立徳重保育園、市立西之保保育園、市立沖村保育園、市立弥勒寺保育

園、市立中之郷保育園（１５箇所） 
 
３ 当該規制の適用開始の日 

平成３０年４月１日 
 
４ 特定事業の内容 

公立保育所の給食を自園調理から学校給食センターより搬入する外部

搬入方式を実施する。 
保育所には、調理担当者を１名配置し、乳児の離乳食や給食を食べや

すいように加工を行う。 
学校給食センターは、園児用の食器等を保有し、既存の調理器具で園

児の給食を調理する。消毒等については、学校給食と同様に実施し、洗

浄保管するものとする。 
 
５ 当該規制の特例措置の内容 

(1) 給食の外部搬入の実施に当たっては、「保育所における食事の提供

別紙 

 
１ 特定事業の名称 

９２０  公立保育所における給食の外部搬入方式の容認事業 
 
２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとするもの 

市立能田保育園、市立鹿田北保育園、市立熊之庄保育園、市立久地野

保育園、市立久地野保育園分園、市立薬師寺保育園、市立鹿田南保育

園、市立六ツ師保育園、市立九之坪北保育園、市立徳重保育園、市立西

之保保育園、市立沖村保育園、市立九之坪南保育園 、市立弥勒寺保育

園、市立中之郷保育園（１５箇所） 
 
３ 当該規制の適用開始の日 

平成２７年９月１日 
 
４ 特定事業の内容 

公立保育所の給食を自園調理から学校給食センターより搬入する外部

搬入方式を実施する。 
保育所には、調理担当者を１名配置し、乳児の離乳食や給食を食べや

すいように加工を行う。 
学校給食センターは、園児用の食器等を保有し、既存の調理器具で園

児の給食を調理する。消毒等については、学校給食と同様に実施し、洗

浄保管するものとする。 
 
５ 当該規制の特例措置の内容 

(1) 給食の外部搬入の実施に当たっては、「保育所における食事の提供
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について（平成２２年６月１日雇児発第０６０１第４号）」における外

部搬入 実施 にあたっての留意事項を順守する。 
  外部搬入を行う場合の衛生基準の遵守については、「保護施設等にお

ける調理業務の委託について（昭和６２年３月９日付社施第３８号）」

において準拠されている「病院、診療所等の業務委託について（平成

５年２月１５日指第１４号）」の第４の２の規定及び「保育所における

調理業務の委託について（平成１０年２月１８日付児発第８６号）」及

び「保育所における食事の提供について（平成２２年６月１日雇児発

０６０１第４号）」における留意事項を遵守する。 
 
(2) 保育所で提供する食事は、「保育所における食事の提供ガイドライ

ン（平成２４年３月厚生労働省作成）」に沿った食事の提供に取り組む

ものとし、子供の発育・発達に応じて適切な栄養摂取に留意し、食事

の場を親しみとくつろぎの場となるように、充分な食事の時間と物的

な環境を確保に努める。 
また、食事の場が人間の信頼関係の基礎をつくることから、子ども

同士、保育士、調理員、栄養士、保護者や地域の人々などの様々な人

と一緒に食事を作ったり食べたりする中で、人とかかわりを持つ教育

的環境を確保する。 
 
(3) 外部搬入による給食は、原則２歳児から５歳児を対象とし、給食の

献立は保育所独自とする。年齢に応じて味付け･大きさ・固さ・量など

を工夫して提供する。 
０歳児～１歳児の離乳食は、必要に応じて園の調理室で調理したも

のを提供する。 
食事の回数・時期については、従来から保育所で行われている給食

について（平成２２年６月１日雇児発第０６０１第４号）」における外

部搬入 実績 にあたっての留意事項を順守する。 
  外部搬入を行う場合の衛生基準の遵守については、「保護施設等にお

ける調理業務の委託について（昭和６２年３月９日付社施第３８号）」

において準拠されている「病院、診療所等の業務委託について（平成

５年２月１５日指第１４号）」の第４の２の規定及び「保育所における

調理業務の委託について（平成１０年２月１８日付児発第８６号）」及

び「保育所における食事の提供について（平成２２年６月１日雇児発

０６０１第４号）」における留意事項を遵守する。 
 
(2) 保育所で提供する食事は、「保育所における食事の提供ガイドライ

ン（平成２４年３月厚生労働省作成）」に沿った食事の提供に取り組む

ものとし、子供の発育・発達に応じて適切な栄養摂取に留意し、食事

の場を親しみとくつろぎの場となるように、充分な食事の時間と物的

な環境を確保に努める。 
また、食事の場が人間の信頼関係の基礎をつくることから、子ども

同士、保育士、調理員、栄養士、保護者や地域の人々などの様々な人

と一緒に食事を作ったり食べたりする中で、人とかかわりを持つ教育

的環境を確保する。 
 
(3) 外部搬入による給食は、原則２歳児から５歳児を対象とし、給食の

献立は保育所独自とする。年齢に応じて味付け･大きさ・固さ・量など

を工夫して提供する。 
０歳児～１歳児の離乳食は、必要に応じて園の調理室で調理したも

のを提供する。 
食事の回数・時期については、従来から保育所で行われている給食
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と同様の形態をとる。給食は、午前１１時３０分からの給食の時間に

合わせて提供し、おやつは、午前９時３０分（乳児のみ）と午後２時

３０分に、自園の調理室で市販のお菓子やデザートを人数分に仕分け

をしたものを提供する。 
アレルギーの乳幼児の食事は、入園時に保護者から聞いた要望に基

づき、給食センターで１５園分の調理を行い提供する。給食センター

で対応できない特別な調理を必要とする場合は、自園の調理室で調理

して提供する。体調不良の幼児には、登園時に保護者から食欲の状況

を聞き取り、給食の食材を取り分けて食べやすい大きさに切るといっ

た加工を自園の調理室で行い提供する。 
学校給食センターからの外部搬入の契約は、原則として、保育所と

学校給食センターとの双方の間で契約書を締結することが必要だが、

当市の公立保育所ならびに学校給食センターの設置、管理及び運営の

責任者は共に北名古屋市であり、契約という行為が馴染まないため、

保育所を所管する北名古屋市長（福祉部児童課）と北名古屋教育委員

会教育長（学校給食センター）との双方が覚書を締結する。 
具体的には、児童課担当職員及び保育所の代表者と主任及び調理担

当による献立検討委員会を開催し情報共有や意見交換を行うことによ

り、覚書の実効性を確保し給食の向上に努める。 
 

(4) 調理方式については、学校給食センターから配送距離の遠い保育所

まで３５分程度で到着することを想定しているため、食材を加熱調理

後冷凍又は冷蔵せずに運搬し、速やかに提供するクックサーブ方式で

実施する。 
食事の運搬方式保管方法については、専用のコンテナに入れ、温度

管理が可能な給食運搬車で運搬する。学校給食センターでは、給食の

と同様の形態をとる。給食は、午前１１時３０分からの給食の時間に

合わせて提供し、おやつは、午前９時３０分（乳児のみ）と午後２時

３０分に、自園の調理室で市販のお菓子やデザートを人数分に仕分け

をしたものを提供する。 
アレルギーの乳幼児の食事は、入園時に保護者から聞いた要望に基

づき、給食センターで１５園分の調理を行い提供する。給食センター

で対応できない特別な調理を必要とする場合は、自園の調理室で調理

して提供する。体調不良の幼児には、登園時に保護者から食欲の状況

を聞き取り、給食の食材を取り分けて食べやすい大きさに切るといっ

た加工を自園の調理室で行い提供する。 
学校給食センターからの外部搬入の契約は、原則として、保育所と

学校給食センターとの双方の間で契約書を締結することが必要だが、

当市の公立保育所ならびに学校給食センターの設置、管理及び運営の

責任者は共に北名古屋市であり、契約という行為が馴染まないため、

保育所を所管する北名古屋市長（福祉部児童課）と北名古屋教育委員

会教育長（学校給食センター）との双方が覚書を締結する。 
具体的には、児童課担当職員及び保育所の代表者と主任及び調理担

当による献立検討委員会を開催し情報共有や意見交換を行うことによ

り、覚書の実効性を確保し給食の向上に努める。 
 

(4) 調理方式については、学校給食センターから配送距離の遠い保育所

まで３５分程度で到着することを想定しているため、食材を加熱調理

後冷凍又は冷蔵せずに運搬し、速やかに提供するクックサーブ方式で

実施する。 
食事の運搬方式保管方法については、専用のコンテナに入れ、温度

管理が可能な給食運搬車で運搬する。学校給食センターでは、給食の
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運搬は全て外部委託で実施し、専用の給食運搬車で保育所、小学校及

び中学校へ配送する。保育所向けに使用するトラックは、平常時８

台、夏休み等学校休業日は５台とする。 
配送した給食は、保育所の調理室に搬入し、保冷が必要な食品は、

配膳時間まで冷蔵庫で保存する。給食は、調理が完了してから１時間

程度で配膳・喫食が可能な状態で調理・配送を行う。 
(5) 現在、園児の給食については、各保育所での職員会議での反省、園

長会や給食献立委員会により、各段階での検証を実施しているが、今

後も引き続き実施していく。 
また、当日の献立をケースに入れて展示し、保護者に給食に関心を

持つ機会を設けたり、管理栄養士が作成した給食だよりや１ヶ月ごと

の献立表を保護者に配布し、園児の食材に対するアレルギーの有無や

対応、献立に対する保護者の要望を取り入れることに努めている。 
 
＜保育所調理室の状況＞ 

施 設 

名 

調理室 
面 積 
（㎡） 

加熱設備 保存設備 その他 

ガスオーブン 
ガステーブル 
ガスコンロ 

冷蔵庫 
（冷凍冷蔵庫） 

冷凍

庫 
配膳

車 
消毒保管庫 

能田保育

園 
50.25  5 3 1 5 2 

鹿田北保

育 園 
43.60  2 3 1 1 3 

熊之庄保

育 園 
18.81  2 2  1 1 

久地野保

育園（本
54.88  5 2  6 2 

運搬は全て外部委託で実施し、専用の給食運搬車で保育所、小学校及

び中学校へ配送する。保育所向けに使用するトラックは、平常時８

台、夏休み等学校休業日は５台とする。 
配送した給食は、保育所の調理室に搬入し、保冷が必要な食品は、

配膳時間まで冷蔵庫で保存する。給食は、調理が完了してから１時間

程度で配膳・喫食が可能な状態で調理・配送を行う。 
(5) 現在、園児の給食については、各保育所での職員会議での反省、園

長会や給食献立委員会により、各段階での検証を実施しているが、今

後も引き続き実施していく。 
また、当日の献立をケースに入れて展示し、保護者に給食に関心を

持つ機会を設けたり、管理栄養士が作成した給食だよりや 1 ヶ月ごと

の献立表を保護者に配布し、園児の食材に対するアレルギーの有無や

対応、献立に対する保護者の要望を取り入れることに努めている。 
 
＜保育所調理室の状況＞ 

施 設 

名 

調理室 
面 積 
（㎡） 

加熱設備 保存設備 その他 

ガスオーブン 
ガステーブル 
ガスコンロ 

冷蔵庫 
（冷凍冷蔵庫） 

冷凍

庫 
配膳

車 
消毒保管庫 

能田保育

園 
50.25  5 3 1 5 2 

鹿田北保

育 園 
43.60  2 3 1 1 3 

熊之庄保

育 園 
18.81  2 2  1 1 

久地野保

育園（本
54.88  5 2  6 2 
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園） 

久地野保育

園分園 
14.83  1 1  1 1 

薬師寺保

育 園 
18.23  1 2  2 1 

鹿田南保

育 園 
23.45  3 2  2 1 

六ツ師保

育 園 
19.23  2 2  1 1 

九之坪保

育 園 
35.77 1 1 1  2 1 

九之坪保

育園分園 
29.17 1  1  1 1 

徳重保育

園 
48.64 3 2 1  4 2 

西之保保

育 園 
42.28 1 1 1  1 1 

沖村保育

園 
51.98 1 1 1  4 2 

弥勒寺保

育 園 
41.87 1 1 1  3 1 

中之郷保

育 園 
40.93 1  1  4 1 

※保育所の調理室の概要（保育所平面図、調理室平面図、現状写真）は、添付資

料を参照のこと。 

園） 

久地野保育

園分園 
14.83  1 1  1 1 

薬師寺保

育 園 
18.23  1 2  2 1 

鹿田南保

育 園 
23.45  3 2  2 1 

六ツ師保

育 園 
19.23  2 2  1 1 

九之坪北

保 育 園 
48.38 1 1 1  3 2 

徳重保育

園 
48.64 3 2 1  4 2 

西之保保

育 園 
42.28 1 1 1  1 1 

沖村保育

園 
51.98 1 1 1  4 2 

九之坪南

保 育 園 
29.17 1  1  1 1 

弥勒寺保

育 園 
41.87 1 1 1  3 1 

中之郷保

育 園 
40.93 1  1  4 1 

※保育所の調理室の概要（保育所平面図、調理室平面図、現状写真）は、添付資

料を参照のこと。 
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【給食センターの概要】 

名 称 北名古屋市学校給食センター 

所 在 地 北名古屋市北野小柳２７番地 

開設年月日 平成２７年９月１日 

調理能 力 １２，０００食／日 

敷地面 積 １０，８８９．１５㎡ 

構 造 鉄骨造 鋼板葺 ２階建 

延べ面 積 ４，６５８．１０㎡ 

職 員 数 

８５名 
センター長１名 
事務職員８名 
栄養士６名 
調理員６２名（うちパート職員６１名） 
運転士８名（業務委託） 

食 数 

保育

所 
１５

園 
２，０８９食（久地野保育園分園を含

む） 
小学

校 
１０

校 
５，３０６食 

中学

校 
６校 ２，６４７食 

計  １０，０４２食 

配送回収（委託） ２トン車 ８台 

 

【給食センターの概要】 

名 称 北名古屋市学校給食センター 

所 在 地 北名古屋市北野小柳２７番地 

開設年月日 平成２７年９月１日（予定） 

調理能 力 １２，０００食／日 

敷地面 積 １０，８８９．１５㎡ 

構 造 鉄骨造 一部２階建て 

延べ面 積 ４，７８３．３１㎡ 

職 員 数 

８５名 
センター長１名 
事務職員６名 
栄養士５名 
調理員６５名（うちパート職員６４名） 
運転士８名（業務委託） 

食 数 

保育

所 
１５

園 
１，９００食（久地野保育園分園を含

む） 
小学

校 
１０

校 
５，０７１食 

中学

校 
６校 ２，４０８食 

計  ９，３７９食 

配送回収（委託） ２トン車 ８台 



北名古屋市いきいき給食特区計画変更（別紙）に伴う新旧対照表 
新 旧 

 

7 / 7 

調理器具（共通） 

蒸気式回転釜、連続式フライヤー、コンビオーブ

ン、真空冷却機、フードスライサー、サイの目切

り機、フードカッター、球根皮剥機、高速ミキサ

ー、フードミキサー、野菜洗浄機、粉砕ポンプ流し

台、自動器具洗浄機、器具消毒保管機、電動缶切機、

プレハブ冷蔵庫、プレハブ冷凍庫、包丁・まな板消毒

保管機、３槽シンク、下処理用４槽シンク、プレート

殺菌庫、電磁調理器、スチームコンベクションオーブ

ン、ブラストチラー＆ショックフリーザー、電気フラ

イヤー、電気式天吊りコンテナ消毒装置、自動食器洗

浄機、システム食缶洗浄機、連続式コンテナ洗浄機、

厨芥脱水機 
 

 

調理器具（共通） 

ライスボイラー、蒸気式煮炊機、全自動煮炊釜、連続

自動揚物機、自動焼物機、フードスライーサー、サイ

ノ目切断機、合成調理機、球根皮剥機、高速ミキサ

ー、食用油ろ過機、野菜脱水機、食品冷却機、全自動

パン粉着機、フードミキサー、食品整形機、割卵機、

りんご芯取機、ガスコンロ、配膳車兼消毒機、食器洗

浄器、高速洗浄器、自動食管類洗浄機、スプーン洗浄

機、ジェットクリーナー、浸透槽、食管消毒保管庫、

調理器具消毒保管庫、コンテナー消毒保管庫、食器回

転消毒保管庫、殺菌庫 
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